
平成 24 年 10 月 5 日

総務部行財政改革推進課

外郭団体等見直し方針（案）

１ 趣旨

県は、外郭団体等（以下、「団体」という）を通じて、機動的かつ弾力的に実

現しようとする行政目的の確実かつ効果的な達成を図るため、その設立及びあり

方等に対して必要な関与を行ってきた。

平成 15 年の「三重県外郭団体改革方針」による見直しを実施した後、およそ

10 年が経過するなかで、社会経済情勢の変化も踏まえ、事業目的の妥当性や団

体実施の必要性、団体経営の視点などから、団体の目的や事業内容について精査

し、団体のあり方を見直すことが必要である。

また、各団体のあり方や団体の自主・自立の観点も考慮のうえ、現状の団体へ

の県の関与が適切かどうかを確認し、必要な見直しを実施したうえで、県が関与

すべき部分と団体に任せる部分など、今後の県の関与のあり方について明確化を

図ることが必要である。

このため、団体が置かれている現状や問題点について県組織内での検討を行っ

た結果、次のような問題点が認められた。

（問題点）

・ ニーズの低下による受託事業の大幅な減少がみられる。

・ 団体が提供するサービスの利用者数が減少している。

・ 社会情勢の変化などにより県や他団体との事業の重複がみられる。

・ 事業の実施にあたり、設定した目標が未達成となっている。

・ 中長期の視点に立った計画的な事業実施がなされていない。

・ 収支の赤字に対する効果的な対策がとられていない。

・ 補助金や基金の減少により事業費が減少している。

・ 経営状況を踏まえた事業の見直しが行われていない。

このような問題点の解消をはかるため、以下の視点で団体ごとの見直しを実施

する。

２ 見直しの視点

(1) 団体のあり方の見直し

① 事業目的の妥当性

・ 事業目的は、現在でも、県民や社会のニーズを真に反映しているか。

・ 時代状況の変化により、事業の必要性や期待する効果が低くなってい

ないか。

（見直しの方向）

団体の存廃や抜本的なあり方の検討を行なう。

資料１



② 団体実施の必要性

・ 事業実施にあたっては、県とは適切に役割分担がなされているか。

・ 事業内容は、民間企業や他の非営利団体等では代替できないものか。

（見直しの方向）

団体の存廃や抜本的なあり方の検討を行なう。

県や他団体との役割分担の見直しや他団体による代替実施の検討を

行う。

③ 団体経営の視点

ア 手段の有効性

・ 事業の実施により、期待される効果が実際に得られているか。

・ 事業実施にあたり的確な目標を設定しているか。

（見直しの方向）

事業見直しを検討するとともに、中長期経営計画の策定・見直しを

行う。

イ 手段の効率性

・ 投入された資源量に見合った結果が実際に得られているか。

・ 必要な結果がより少ない資源量で得られる方法がないか。

・ 同一の資源量でより大きな結果が得られる方法がないか。

（見直しの方向）

事業手段の見直しや事業のスリム化を検討する。

ウ 緊要性

・ 妥当性、必要性、有効性、効率性が認められたとしても、団体の経

営状況を勘案した場合、事業に緊要性が認められるか。

（見直しの方向）

事業の廃止やあり方の検討を行う。

(2) 県関与の見直し

次の項目について、県関与を縮小する方向で見直しを行う。

① 出資（出捐）等

・ 団体運営への参画の妥当性について、設立時の経緯等も踏まえて検証

し、見直しを行う。

・ 公益法人制度改革にあわせて、法人移行後の県関与の必要性について

検討する。

② 財政的支援（随意契約、補助金、損失補償等）

・ 団体への県の予算措置のあり方については、事業の検証を行い、必要

性の有無からゼロベースで見直しを行う。

③ 人的支援（職員派遣、役員就任等）

・ 職員の派遣や知事、副知事等の団体役員等への就任について、必要性

の有無からゼロベースで見直しを行う。

・ 県退職職員の団体への再就職について、より一層の手続きの透明性、

公平性などの観点から見直し、「外郭団体等の県退職職員活用にかかる

情報提供制度」の試行を実施する。



(3) その他

県の主要出資法人に係る経営状況等の審査及び評価については、平成 22

年度の政策総務常任委員会での指摘を受け、平成 23 年度実施の評価より法

人の自己評価がより県民にわかりやすいものとなるよう、評価様式の見直し

を行ったところであるが、より的確な評価を実施するため次のとおり見直し

の検討を行う。

・ 公益法人制度改革などの制度的な改革への対応に伴い、団体の新たな

経営評価手法の検討を行う。

・ 団体の独立性や自立的運営に配慮しつつ、団体運営の透明性の確保や

県民への説明責任などの観点から、対象範囲の検討を行う。

３ 見直しの対象

下記の団体について見直しを実施する。（別紙一覧参照）

① 外郭団体

・ 県出資比率 25％以上の公益法人（一般社団法人、一般財団法人、公

益社団法人、公益財団法人、特例民法法人）や株式会社などの団体

・ 県出資比率 25％未満で、県が筆頭出資者である公益法人などの団体

② 県が下記の人的支援かつ財政的支援を実施する団体

（全国的な活動を行う団体を除く）

ア 県が人的支援を行う団体

・ 平成 24 年度に派遣法に基づき職員を派遣する団体

イ 県が財政的支援を行う団体

・ 平成 24 年度に補助金の支出を予定している団体

・ 平成 24 年度に損失補償又は債務保証を実施している団体

４ 見直しのスケジュール

今後、この見直し方針に基づき、個別団体ごとのあり方及び県関与についての

見直しを検討し、必要な調整を行い、団体ごとの改革方針を策定する。その検討

状況については、11 月会議でその進捗を報告するとともに、平成 25 年２月会議

に「外郭団体等改革方針（案）」として最終案を提出する。

この改革方針に基づき、三重県行財政改革取組期間である平成 27 年度までを

集中的な見直し期間として、必要な見直しを実施する。





「外郭団体等の県退職職員活用にかかる情報提供制度」の試行について（案）

１ 趣旨

県退職職員の外郭団体等への再就職について、現行の取扱いを廃止し、県退職

職員を活用しようとする外郭団体等の自主・自立、手続の透明性、機会の均等な

どを確保しながら、退職職員の活用を図るため、「外郭団体等の県退職職員活用

にかかる情報提供制度（以下「新制度」という）」を試行導入する。

２ 現行制度からの改善点等制度の特色

(1) これまでの再就職の仕組としては、県退職予定職員の活用を希望する団体の

要請を受けて、県側が条件に合致する求人１名に対し、退職予定者１名を情報

提供し、団体が採用を決定していたが、透明性や公平性等が課題となっていた。

(2) このため、県退職予定者を対象とした新制度を設け、情報を一元的に集約・

提供し、競争的な選考により就職者が決定される仕組を構築することとする。

（主な改善点）

① 団体が希望者の中から選考できるため、団体の自主性・自立性と選考の迅

速性が向上

② 県組織内で情報提供するための選定がなくなるため、手続の透明性と迅速

性が向上

③ 県退職予定者が該当する全ての求人の中からエントリーできるため、機会

の公平・公正性等が向上

３ 制度の概要

(1) 対象団体

従来の情報提供の取扱いと同様に外郭団体及び協議により同様の措置を要

請する団体（県と出資関係の無い営利法人、宗教・政治目的等の団体を除く）

とする。

なお、法令等の規定に基づき知事等が団体役員を任命する場合などについて

は、当該法令等の規定によることを原則とする。

(2) 対象職員

当該年度末に退職予定の常勤の職員（既に退職した職員、再任用職員を除く）

とする。

(3) 手続の概要

総務部内（行財政改革推進課）に新制度の窓口を設置




